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セマンティックグラフモデルに基づくデータ駆動要求獲得方
法の提案とステークホルダ分析への適用評価
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概要：データ駆動要求工学 D2RE（Data-Driven Requirements Engineering）を実現するためにセマン
ティックグラフモデルに基づく情報モデルを提案し，それを用いて仮説設定，データ収集，分析，評価を
繰り返す要求獲得プロセスモデル A*プロセスを提案する．D2REの具体化として，データ駆動ステーク
ホルダ分析のための A*プロセスの詳細を定義し，あわせて，その支援環境 D2RA（D2RE Analyzer）の
プロトタイプを開発した．提案方法と D2RA プロトタイプを実際の公共サービス開発会議における発話
データへ適用し，ステークホルダの特定と構造化を行い，ステークホルダマトリクスの自動生成を行った．
さらに，対象の公共サービス開発会議の参加者へアンケート調査を行い，D2REの分析結果と比較し，提
案方法の妥当性，有効性を示した．

キーワード：要求工学，要求獲得，ステークホルダ分析，データ駆動，セマンティックグラフモデル，ビジ
ネスアナリティクス，グラフデータベース
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Abstract: We propose a system of D2RE (Data-Driven Requirements Engineering). Based on the D2RE
principles, we define the A* process, an iterative process consisting of setting the goal, creating the assump-
tions, and analyzing the data toward the goal. As a data model of D2RE, we define a semantic graph model
for representing the data and their semantic relationships. To support D2RE, we propose D2RA (D2RE An-
alyzer). As a concrete system of D2RE, we derived D2RE for stakeholder analysis by refining the A* process,
data model and D2RA prototype to stakeholder analysis. We applied the D2RE for stakeholder analysis to
a set of meeting minutes of a project of public information service system, and identified the stakeholders
and their structure. By conducting a survey to the managers involving in the project on the stakeholders,
we compare the results of the D2RE with the survey, and demonstrate the validity and effectiveness of the
proposed method.
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1. はじめに

情報システム開発の源流である要求獲得の重要性が高

まっている．しかし，現行の要求獲得はインタビューなど

個人の意見に頼っており，かつ，獲得を行う要求アナリス

トのスキルに依存し，獲得した要求の合理性も明らかとは

いえない．さらに，インタビューの対象者が増大するなど
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の要求獲得のスケールアップへの対応が困難である．一

方，近年，企業活動や製品に関するステークホルダの意見

や利用履歴などのデータを利用してビジネス価値を高め

るビジネスデータ分析などの活用が研究，実践されてい

る [8], [10]．このため，要求獲得におけるデータ活用の研究

が提案されている [14], [21], [24]．また，ソーシャルネット

ワークの適用 [20]などの提案もある．しかし，これらの提

案は要求獲得の特定のプロセスや対象に限定されており，

要求獲得におけるデータ活用の方法が確立されているとは

いえない．

本稿では，ビジネスデータ分析に基づく要求獲得方法

D2RE（Data-Driven Requirements Engineering）を実現す

るために，セマンティックグラフモデル（SGM）[30], [32]

に基づく情報モデルを提案し，それを用いた要求獲得プロ

セスモデルとして獲得目的に基づき仮説設定，データ収

集，分析，評価を繰り返すA*プロセスを提案する．D2RE

の具体化として，データ駆動ステークホルダ分析のための

A*プロセスの詳細を定義し，あわせて，支援環境 D2RA

（D2RE Analyzer）のプロトタイプを開発した．提案方法

とD2RAプロトタイプを実際の公共サービス開発の議事録

データへ適用し，ステークホルダの特定と構造化を行った．

さらに，対象の公共サービス開発に参画している関係者へ

ステークホルダについてアンケート調査を行い，D2REの

分析結果と比較し，提案方法の妥当性，有効性を示す．

D2REによって，ビジネスデータ分析に基づく要求工学

の新たなアプローチと技術を拓くことが期待できる．

2. 研究課題

本研究では，以下の 3点を研究課題とする．

研究課題 1：ビジネスアナリティックス技術を応用した要

求獲得のためのモデルとしてセマンティックグラフモデル

（SGM）の有効性を明らかにする．

研究課題 2：SGMを用いた要求獲得プロセスを明らかに

する．

研究課題 3：提案方法の有効性，妥当性を実データへ適用

して明らかにする．

3. 関連研究

3.1 要求獲得とステークホルダ分析

要求獲得においてステークホルダ分析の重要性が高まっ

ており，様々な研究と実践がある [1], [17], [18], [33]．ス

テークホルダ分析では，ステークホルダとその利害関係

の構造をステークホルダマトリクスなどでモデル化す

る [3], [17], [18]．しかし，その分析は組織での役割やイン

タビューなどの人からの情報を用いて，かつ，その実行も

人手に頼っており，合理性は明らかとはいえない．これに

対し，ソーシャルネットワーク分析 [35], [38]を応用したス

テークホルダ分析方法 [20]やステークホルダ間の関係の視

覚化 [34]が提案されている．しかし，ステークホルダの識

別は影響度に基づくとされ，その合理的な識別方法は提案

されていない．

3.2 BIと BAの要求工学への応用

BI（Business Intelligence）[15]やBA（Business Analyt-

ics）[10]などのデータ分析技術をビジネスの新たな価値や

顧客の発見へ応用する方法が提案されている [28]．本稿で

は，これらのデータ分析方法をビジネスデータ分析と呼ぶ

こととする．ビジネスデータ分析のアプローチを要求工

学へ応用する提案がある．たとえば，BIの分析から i*と

BIM（BI Modeling）を用いて企業システムをモデル化す

る方法の提案がある [24]．しかし，提案方法は人手に頼っ

ており，複雑な組織では対処しきれない課題がある．

また，i*モデルを用いてメッセージログを分析し，タス

ク間の依存関係の分析を行う提案がある [14]．しかし，要

求獲得までには至っていない．

筆者らは，D2REの概念に基づきユーザストーリをユー

ザの声形式に変換し，ステークホルダ分析を行う方法を提

案した [11]．しかし，ユーザストーリは要求そのものに近

いという問題があり，生のデータを扱える方法が必要で

ある．

3.3 要求工学における議事録や発話などのデータ分析

要求工学において会議の発話履歴や議事録のテキストを

分析する方法の研究がある [22]．しかし，多くの会議の発

話は，問題と解決策の対などの良い構造であるとは限らず

多様な話題が含まれている．これらの方法の適用は限定的

である．

3.4 セマンティックグラフの要求工学への応用

ソーシャルネットワークなどの多くの組織的活動はグラ

フ構造によりモデル化される [35], [38]．グラフのノードと

エッジに意味定義を可能にするグラフはセマンティックグ

ラフと呼ばれる [32]．セマンティックグラフのクラスとし

て，エッジラベルグラフ（Edge-Labelled Graph）とプロ

パティグラフ（Property Graph）がある．

エッジラベルグラフはエッジにノード間の関係をラベル

として付与できる．たとえば，セマンティックWebの基

礎である RDF（Resource Description Framework）[37] は

主語から目的語へのノードに述語をラベルとして付与した

三つ組みを基礎単位として，グラフを構成する．これに対

し，プロパティグラフでは，ノードとエッジにプロパティ

と呼ぶ属性の集合を付与できることから，エッジラベルグ

ラフに比べ高い表現能力を持つ [30]．そのため，本稿では，

プロパティグラフをセマンティックグラフモデル（SGM:

Semantic Graph Model）の基礎として導入する．さらに，

近年，プロパティグラフを格納し，グラフ構造に基づくク
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エリ言語を定義して処置できる GDB（Graph Data Base）

が開発されている．例として，Neo4j，JanusGraphがある．

本稿では，この中で，広く利用され安定しているNeo4j [25]

を利用する．

このような GDBの開発にともないソフトウェア工学に

おける SGMを利用した研究の萌芽が見られる．しかし，

SGMを活用した開発方法が確立されるまでには至ってい

ない．

4. アプローチ

4.1 D2REが解決しようとする課題と解決へのアプローチ

D2REのアプローチを図 1 に示す．D2REの実現には

次の課題があることを前提とする．

( 1 ) 明文化されていない情報が多く存在する中で実施する

ため，人手に頼らざるをえない場合がある．

( 2 ) データから得られる要求に関する情報は完全とはいえ

ない可能性がある．

( 3 ) データから獲得した要求の意味づけにはステークホル

ダの意見などが必要であると考えられる．

これらの前提条件の下で，D2REはデータから現状シス

テムをモデル化し，洞察や気づきを得ることを目的とする．

このため，記述的モデリング [32]のアプローチをとる．

さらに，D2RE は，従来の人手による要求獲得とコン

ピュータによるビジネスデータ分析を統合するアプローチ

をとる．これは，ビジネスデータ分析のみではデータやそ

の結果の意味づけが十分でないためである．また，ビジネ

スデータ分析を活用することによって，事実に基づく，合

理的かつ客観的な要求獲得が期待できる．さらに，対象シ

ステムのスケールアップへの対応や獲得効率の向上，獲得

した要求品質の向上が期待できる．

4.2 D2REにおける SGMとデータ分析のアプローチ

D2REでは，要求工学が多様なステークホルダや既存シ

ステムなどに関する文書を要求の源泉とする点に着目し，

この源泉をデータとして，かつ，適切な構造化によって要

求定義に貢献する分析が可能となるというアプローチをと

る．さらに，データで表される要求の源泉の要素間が多様

で，かつ，構造化されているとは限らない点から，データ

モデルとしてセマンティックグラフモデル（SGM）[32]を

採用することとした．

代表的な SGMとして関連研究で述べたエッジラベルグ

ラフとプロパティグラフがある．これまで，エッジラベル

グラフの 1つである RDF [37]がセマンティックWebなど

のデータの意味表現に応用されてきた．また，SNS分析に

おいてもエッジラベルグラフが利用されてきた [35], [38]．

しかし，要求定義では多様な情報とその間の多様な構造を

分析する必要から，図 2 に主語，動詞，目的語からなるト

リプルの例で示すようにノードとエッジにプロパティが定

図 1 D2RE のアプローチ

Fig. 1 Approach of D2RE.

図 2 プロパティグラフに基づく SGM のトリプルの例

Fig. 2 An example of triple in property graph.

義できるプロパティグラフを基礎とすることとした．これ

によって，ノードに要求の源泉を定義したプロパティグラ

フに対して，後述するように，グラフ理論に基づく閉包の

概念，連結性，中心性，ノード間の測地線距離などのグラ

フ処理技術を応用して要求の獲得，分析などが支援可能と

なる [30], [32], [35], [38]．

これは，近年プロパティグラフをそのまま格納し，クエ

リ言語で様々な分析が可能で，かつ，スケーラブルなNeo4j

などのグラフ DBの実用化 [30]に着目し，要求工学への応

用を試みるアプローチでもある．

5. D2REシステム

5.1 D2REシステムのフレームワーク

本稿では，D2RE のアプローチによる要求獲得の方法

と支援環境をまとめて D2REシステムと呼ぶこととする．

D2REシステムのフレームワークを図 3 に示す．

要求アナリストは，対象システムのデータに対してD2RE

システムを利用してデータを分析し，洞察を得ることが期

待できる．

D2REシステムを構成する各要素を次のように定義する．

( 1 ) D2REシステム原則

D2REシステムを構成，実現するための原則

( 2 ) D2REプロセス（A*プロセス）

D2REを遂行するプロセス

( 3 ) D2REデータモデル

D2REの対象データを表現するデータモデル（SGM）

( 4 ) D2RA（D2RE Analyzer）

D2REの遂行を支援する環境

5.2 D2REシステム原則

D2REシステムを構築するために，次の原則を定めた．

このような原則を設定したのは，D2REシステムがデータ
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図 3 D2RE システムのフレームワーク

Fig. 3 Framework of D2RE system.

図 4 A*プロセス

Fig. 4 A* Process.

に基づく発見的な活動を中核としており，その結果が予測

困難な場合があるため，システム全体としてガバナンスを

維持するために必要と判断したためである．

(1) 原則 1：ゴール原則

D2REは対象システムに関する多様なデータからそのシ

ステムを理解することを目標とする．

(2) 原則 2：プロセス原則

D2REのゴールを達成するため，対象システムに関する

多様なデータに対する仮説と検証を発見的に繰り返すこと

を可能とすることがプロセスの原則となる．そのため，価

値駆動に基づく反復型プロセスを基礎とする．

(3) 原則 3：データモデル原則

D2REを用いて対象データから洞察を得るためにはデー

タとその関係の意味定義が必要である．そのため，D2RE

のデータモデルとして SGMを基礎とする．

(4) 原則 4：D2REと要求アナリストとの協調の原則

D2REは，アプローチで述べたように，機械による自動

化ではなく，機械と要求アナリストとの協調を支援するこ

とにより優れた洞察を得ることを原則とする．

5.3 D2REのA*プロセス

5.3.1 A*プロセス構成の原則

D2REの A*（A Star）プロセスモデルを図 4 に示す．

A*プロセスは，Aim（目的設定），Acquisition（データ

収集），Analysis（データ分析），Assessment（分析結果の

評価），Action（アクション）の 5つのアクティビティを

繰り返す構造をとり，これらの頭文字をとって A*と呼ぶ．

各アクティビティでは D2REの共通データモデルである

SGMとその実装である GDBを繰り返し利用し，更新す

る．したがって，A*の各アクティビティにより得られた

モデルは SGM内で連続的に拡張できる．

A*プロセスは，システム原則 ( 2 )で定めたように発見

的プロセスである．このようなプロセスでは成果の不確定

性が高いことから，不確定性を低減させるために適切に

フィードバックできる繰返し構造が必要となる．近年のア

ジャイル要求 [19]やリーンスタートアップの基礎である

BML（Build Learn Measure）ループ [16], [29]などの経験

から短期繰返し型のプロセス構造の有効性が確認されつつ

ある．特に，要求獲得では不確定性が高いことから，A*に

おいても短期繰返し型プロセスをその基本構造とし，その

うえで仮説検証型の要求獲得に適したプロセスを定義する

こととした．

5.3.2 A*プロセス繰返しの原則

A*が基礎とする短期繰返し型要求獲得プロセスを適切

に繰り返すための原則は，対象システムに関する不確定性

の低減にある．これによって，対象システムの適切なモデ

ル化とそれによる知見，洞察を得ることができる．

A*の繰返し構造は著者らが開発したビジネスモデルデ

ザインのための BML ループを拡張した繰返し型プロセ

ス [16]に基づいている．この繰返し型にビジネス分析にお

けるモデル化で提案されているプロセス [2], [27]を参考に，

以下の 3段階の目的を設定し，これに基づき繰り返すこと

を原則としている．

( 1 ) 対象システムのコンテキストの明確化

( 2 ) 対象システムのモデル化と視覚化

( 3 ) 対象システムの分析による理解

5.3.3 A*プロセスのアクティビティ

A*の各アクティビティの内容を以下に示す．

(1) Aim（目的設定）

対象システムとその解決すべき問題によって，何を明ら

かにしたいのかを，目的として設定する．5.3.2項で定義し

た 3つの目的を指針とする．

(2) Acquisition（データ収集）

目的に応じて，分析に必要なデータとその収集方法を検

討し，適切なデータを適切な方法で収集し，データベース

に格納する．データベースはデータの種類と分析方法に応

じて選択する必要がある．本稿では収集した半構造化デー

タをグラフモデルにマッピングし，GDBに格納する．収

集するデータの分類とその収集方法は 5.5節で述べる．

(3) Analysis（データ分析）

収集したデータを分析する．A*では，アプローチで述

べたように，SGMを用いてグラフ理論に基づく構造的分

析を提案する．分析方法は目的と対象システムに応じて選

択する必要がある．この分析方法については 6章で例題を

用いて説明する．

また，分析方法は 1つとは限らず，複数の方法を組み合

わせる必要がある場合もある．設定した目的と収集データ

に応じて，目標を満たすまでアナリストが分析を行う．
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図 5 D2RE のメタモデル

Fig. 5 A metamodel of D2RE.

(4) Assessment（分析結果の評価）

分析結果が設定した目的が達成されているか，またその

結果の妥当性や有効性を評価する．結果の解釈や意味づけ

は，機械的な分析では得られない場合があるので，A*で

は，必要に応じて人手による結果の補強や，人手による分

析結果との比較を行い，結果の有効性や妥当性を高めるこ

とも推奨している．

(5) Action（評価に基づくアクティビティの決定）

評価結果から目的が達成されたかどうかを判断する．ア

クティビティ (1)で設定した目的が達成されていない場合

や，さらに新たな目的を設定する場合は，必要なアクティ

ビティに戻り，本プロセスを繰り返す．要求が獲得できた

と判断した場合は，獲得した要求を文書化する．

5.4 D2REデータモデル

5.4.1 D2REメタモデル

D2REが対象とするデータのメタモデルを図 5 に示す．

1つの目的に対して収集するデータは複数ある．一方，デー

タ 1種類に対して複数の目的を達成する必要がある場合が

ある．1つの目的に対して分析結果は 1つであり，1つの

分析結果に対して目的は 1つである．

1種類のデータに対して様々な分析が行えるため分析結

果は複数ある．逆に，1つの分析結果を抽出する際に複数

のデータを分析する場合も考えられる．

1つの分析結果に対してその評価は 1つであるが，複数

の分析結果から 1つの評価を得ることもある．評価結果か

ら，設定した目的と照合し，得たい要求の獲得可否を評価

する．ここで，目的は必ず設定されるが，その目的を満た

す要求が必ずしも獲得されるとは限らないことから，要求

の多重度として 0も含めている．

5.4.2 D2REデータモデル

D2REの目的を達成するためのデータモデルとして，プ

ロパティグラフを基礎とする SGMを導入する D2REでは

次の理由から SGMを導入する．

(1) 半構造化データの意味表現と解析の必要性

D2REで対象とするデータは半構造化データ，あるいは，

非構造化データである．このようなデータを分析するため

には，データの意味定義を表現でき，解析できる必要があ

る．特に，メールや発話などの文章は半構造化データとし

図 6 D2RA の参照アーキテクチャ

Fig. 6 A reference architecture of D2RA.

て解析対象となることから，トリプルグラフはこのような

データのモデルとして適切である．

(2) 連続的拡張可能性

多様なデータを実行時に追加して，モデルを連続的に拡

張できる必要があるため，データ構造が実行時に拡張でき

る必要がある．SGMとその実装である GDBは実行時に

拡張可能なデータモデルである．

(3) スケーラビリティ

大量の相互に依存したデータを扱え，クエリにより分析

できる必要がある．

5.5 D2RA（D2RE Analyzer）と分析対象データ

D2REの A*プロセスとデータモデルに基づき，ビジネ

スデータ分析を実行する支援システムを D2RA（D2RE

Analyzer）と呼ぶ．図 6 に D2RAの参照アーキテクチャ

を示す．A*プロセスの中で，目標設定を除く，D2REデー

タモデルを利用しながら行う 4つのアクティビティをそれ

ぞれ支援する 4つのコンポーネントを統合している．

本稿では，D2RAで解析するデータを，次のように直接

データと間接データに分類して扱う．

(1) 直接データ

ビジネス活動やそれを支援する情報システムから直接得

られ，ビジネス活動や情報システムの状況や現象を表現

するデータである．たとえば，工場の生産管理システムな

どから送られる生産状況のイベントやデータ，サプライ

チェーンや流通における物流の移動状況のログデータ，業

務プロセスのモニタリングから得られるビジネスイベント

やデータがある [9], [15]．組込み機器などのプロダクトで

は，ユーザの操作ログや故障などのログデータがある [36]．

これらのデータは一般に抽象度が低いことから，BIなど

を利用して業務や情報システムの現状の理解やボトルネッ

クなどの問題点の特定などに利用されている．そのため，

直接データを利用して将来システムの要求を獲得するため

には，D2RA上でデータ分析とその結果の意味付け，問題

の特定といった段階的に抽象度を高めるなどの目的設定を

行い，A*プロセスを繰り返す．
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(2) 間接データ

情報システムや業務の遂行から直接得られる直接データ

に対し，その利用者やステークホルダなどから対象の情報

システムや業務に関する意見やレポートなどの形態で間接

的に得られるデータである．たとえば，情報システムや製

品のユーザからの要望や操作性などのレポート [7], [13]，

業務や情報システムへの要求に関するステークホルダへの

インタビューや会議の発話，議事録などのデータ [4], [5]が

ある．

これらのデータは，一般に抽象度が高く，意味情報を含

む反面，発話や自然言語で記述された文書であることが多

いことから自然言語処理が求められる．また，レポートや

議事録などでは，文書や発話が半構造的であることから，

その構造分析も必要となる．

しかし，このようなデータは業務や情報システムの要求

に関する豊富な情報を含むことが期待できる．このため，

本稿では間接データを分析対象とする．

6. データ駆動ステークホルダ分析

6.1 D2REに基づくデータ駆動ステークホルダ分析の実

現と適用

本稿ではD2REの具体化として，データ分析の目的をス

テークホルダの識別と分析として A*プロセスを詳細化し，

データ駆動ステークホルダ分析の A*プロセス，データモ

デル，D2RAプロトタイプを実現した．

さらに，この詳細化した A*プロセスを実際の公共サー

ビス開発の議事録に適用し，ステークホルダを分析した．

本議事録は，管理職が中心となり，「データカタログサイ

トの記載比率向上」システムの要求定義に関する 5回の会

議で話し合われた内容を文書化した，約 3,000文字の発話

データである．これを議事録データと呼ぶこととする．

以後，この適用事例を用いてデータ駆動ステークホルダ

分析を示す．

6.1.1 A*プロセスのステークホルダ分析プロセスへの詳

細化

ステークホルダ分析を分析全体の目的として，それに対

して 5.3.2項で述べた繰返しの原則に基づき，繰返しごと

の 3つの目的を次のように設定した．この目的に対して，

詳細化した A*プロセスを次の 3回にわたり繰り返した．

(1) イテレーション 1：目的 1 =発話構造のモデル化と視

覚化

(2) イテレーション 2：目的 2 =発話者ステークホルダ

分析

(3) イテレーション 3：目的 3 =話題ステークホルダ分析

ここで，目的 1は 5.3.2項の ( 2 )に対応し，目的 2，3は

同じく ( 3 )に対応している．5.3.2項 ( 1 )の「対象システ

ムのコンテキストの明確化」は，本適用事例では対象シス

テムのコンテキストがあらかじめ呈示されていたことから

図 7 テキストデータのグラフデータベース変換システム

Fig. 7 A prototype for generating graph data base from text

data.

図 8 発話記録の視覚化プロセス

Fig. 8 Visualization process of speech record.

省略可能であると判断した．一方，5.3.2項 ( 3 )の「対象

システムの分析による理解」に対しては，ステークホルダ

を 2つのタイプに分けて分析することとした．このため，

それぞれ目的を設定し，2回の繰返しに分けて分析するこ

とにより，データ収集，分析とその結果の評価が簡略とな

り，かつ，明確になることを狙いとした．

なお，アプローチで示したように，本事例でも人手によ

る分析も行っているが，提案するデータ駆動ステークホル

ダ分析方法を評価するベンチマークとして利用することと

したため，イテレーションは 3回までとした．

6.1.2 D2RAプロトタイプ

図 6 に示した D2RAのアーキテクチャに基づき，収集

した日本語テキストデータを解析し，GDBを生成するプ

ロトタイプの構成を図 7 に示す．

テキストデータの解析には，日本語係り受け解析器であ

る CaboCha [6]モジュールを Rubyで拡張して実装した．

これを用いて，テキストから主語，述語，目的語のトリプル

を抽出する．それをもとに Neo4j [25]を用いてグラフデー

タベースを生成する．Neo4jRestClientを用いて iPython

notebookライブラリで PythonからNeo4jに接続し，解析

結果を Neo4j GDBへ格納する．このために，Neo4jのク

エリ言語である Cypherを用いている．

6.2 イテレーション 1：発話構造のモデル化と視覚化

6.2.1 A*に基づく分析プロセスと目標設定

イテレーション 1において，日本語テキストデータから

発話構造を SGMに変換し，ステークホルダとその発話意

図，ならびに，発話意図間の構造を視覚化するよう詳細化

した A*プロセスを図 8 に示す．

ここで，目的を「発話構造のモデル化と視覚化」とした．
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図 9 トリプルグラフ

Fig. 9 A triple graph.

図 10 発話グラフ

Fig. 10 Speech graph.

6.2.2 データ収集：日本語発話データからGDBの生成

分析対象データを間接データの中のステークホルダの発

話などが記述された日本語テキストデータとする．

本事例では，発話データそのものは収集済みであった．

しかし，それを分析するために，以下のプロセスと方法に

よってグラフモデルにマッピングし，GDBに格納した．

(1) 発話からトリプルの抽出

1つの発話データから図 9 に示す「主語」，「動詞」，「目

的語」のトリプルグラフ（以下，トリプルと略記）を基礎単

位として発話内容を表現する．トリプルを集約して SGM

を生成し，その構造をグラフとして視覚化する．そのため，

日本語係り受け解析器 CaboCha [6]を用いて，「主語」，「述

語」，「目的語」のトリプルを抽出する．

(2) GDBの作成

アクティビティ (1)で抽出したトリプルから，発話構造

のグラフデータベースを生成する．たとえば，「Aさんは

情報を管理する」という文があり，(1)で主語として「Aさ

ん」，述語として「管理する」，目的語として「情報」のトリ

プルを抽出した場合，図 9 に示すトリプルを生成できる．

6.2.3 データ分析：発話構造のGDMによるモデル化と

視覚化の評価

議事録の発話データから抽出したトリプルを用いて生成

したグラフを発話グラフと呼ぶこととする．生成した発話

グラフを図 10 に示す．「データカタログサイト」に関する

テーマについて話し合われているため，様々な種類のデー

タが話題になっていることが分かる．黄色ノードがそのよ

うな対象業務システムに関わるデータ，緑色ノードが発話

記録に記載されたステークホルダ，青色ノードがその他の

発話者の関心事や意図を表している．

本グラフから，オープンデータと隣接する黄色ノードは

Excelデータと英語データであったことから，Excelデータ

と英語データをオープンデータとして記載したいのではな

いかという意図を推定できる．また，Excelデータに隣接

するノードが多いことから，Excelデータに関する議論が

活発に行われていることが分かる．このことから，Excel

データがステークホルダの関心の焦点であることが推定で

きる．そのため，さらに，Excelデータを中心とするサブ

グラフをクエリによって抽出した．このサブグラフを分析

すると，「問題である」，「厳しい」といったネガティブな表

現が多いことが分かった．

6.2.4 分析結果の評価と評価に基づくアクティビティの

決定

分析結果から，Excelデータをオープンデータとしてデー

タカタログサイトに記載するにあたって，何か問題が生じ

ている，あるいは生じる可能性があると推定できる．この

ことから，発話データに基づき発話者をステークホルダと

して分析することで要求獲得の手がかりが得られることが

期待できる．したがって，新たに目的を設定し，A*プロセ

スを繰り返すこととする．

6.3 イテレーション 2：発話者ステークホルダ分析

6.3.1 A*に基づく分析プロセスと目的の設定

イテレーション 2では，「発話者ステークホルダ分析」を

目的とし，各発話者の発話意図に着目することで，発話者

とその間の関係を構造化して分析する．

6.3.2 データ収集：発話データのGDBから発話意図の

抽出

発話データの GDBからステークホルダの発話意図を特

定するために，以下の手順で発話内容を分類する．これを

GDBのプロパティに付与し，GDBを拡張する．

すべての発話者の中でステークホルダの候補と考えられ

る発話者を，発話者ステークホルダと呼ぶこととする．

(1) 発話内容の分類

テキスト解析された発話データのトリプルから，意図を

表す述語に基づき分類することで，発話意図を特定する．

日本語の一般的な発話の解析は，日本語の口語表現の多様

性のために困難である．しかし，議事録などの発話データ

は一定の規則に則り記述されていることから，本稿では，

一般の発話に比べ表現に規則性が見られることに着目して

いる．さらに，日本語文章の構造化解析結果によれば，新

聞記事のような一定の規則に基づき記述された日本語文章

の主張文は，問い掛け，断定，推量，要望，判断，意見，理

由，義務の 8つに分類できることが指摘されている [12]．

このような前提に基づき，対象とする議事録を含む約

200件の発話データを文法とその用例の分類 [23]に基づき
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表 1 発話意図の分類規則と用例

Table 1 Classification example of speech intention.

表 2 発話意図の重み

Table 2 Weighted of speech intention.

分析した発話意図の分類規則と対応する用例を表 1 に示

す．要求に関する会議の発話であることから，「報告」，「示

唆」，「要望」，「問い」，「受入」，「返答」の 6つに分類した．

この分類を本稿では発話意図と呼ぶこととする．これに基

づき，発話ごとに分類をプロパティとして付加し，SGMを

拡張し，以後の構造分析の手がかりとした．

(2) 各発話内容への重み付け

発話の種類，すなわち，発話意図によって，プロジェク

トの計画や実行の変更への影響度が異なると考えられる．

このため，分類した各発話の影響度を分析し，表 2 に示

す重みを付与することとした．各発話意図の重みは，6種

の意図の合計が 100となるように配分した．これは，要求

の優先順位づけで用いられている「100ドルテスト」の方

法を応用した．たとえば，「報告」は現時点での事実報告

を行っており，今後に対する新たな意見は含まれないと判

断し，低い重みを付けた．これに対し，「示唆」はある事

項に対する意見や，新たな視点で発話しているため，プロ

ジェクトに対して大きな影響を及ぼす可能性があると判断

した．

6.3.3 データ分析：発話者ステークホルダ分析

(1) 発話者ステークホルダ分析の方法

発話者ステークホルダの意図の構造に基づく，発話者ス

テークホルダ分析を行う．ステークホルダ分析では，一般

にステークホルダマトリクスを用いて分析結果を表現す

る．このため，本事例でもステークホルダマトリクスの生

成を分析結果の成果とする．

次の手順でステークホルダマトリクスを生成する．

1)影響度と関与度の評価

各発話者に対して影響度と関与度を評価する．

一般に，ステークホルダ分析では，ステークホルダを重

要度と影響で評価している．重要度とは，要求獲得への貢

献の高さを意味している．しかし，このままでは評価が困

難であるので，本事例では重要度の代わりに関与度を用い

図 11 発話者ごとの発話意図

Fig. 11 Speech intention per speaker.

図 12 関与度と影響度

Fig. 12 Involvement rate and influence rate.

ることとした．

ここで，関与度とは要求獲得への関与の高さを意味し，

発話者の発話数多いほど関与が大きいといえることから，

式 (1)で定義する．

一方，影響度とは発話意図が要求獲得の結果に及ぼす影

響の大きさを表す．このため，発話に発話意図の重みづけ

を行い，式 (2)で定義する．

関与度 =
特定発話者の全発話数

全発話数
× 100 (1)

影響度

=
∑

(各重み×特定発話者における各発話内容の全発話数)
特定発話者の全発話数

(2)

2) 発話者ステークホルダマトリクスの生成

算出した関与度と影響度を用いて発話者ステークホルダ

マトリクスを生成する．

(2) 発話者ステークホルダ分析の事例への適用

図 11 に発話者ごとの発話内容の頻度分布を示す．横軸

が発話数，縦軸が発話者である．Bと C，Dと Eの役割が

それぞれ類似していることが分かる．

関与度と影響度を基準として生成したステークホルダマ

トリクスを図 12 に示す．

左上の枠内に位置する Aの影響度は低いため意思決定

権は低いが，関与度が高いことから開発に大きく関与して

いることが分かる．よって，Aは開発を進めるうえで多く

の関与を果たしている人物であると判断できる．右下枠内

に位置する，赤丸内の 4人の発話者の関与度は高くないた
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図 13 ステークホルダ分析のプロセス

Fig. 13 Process of stakeholders analysis.

め，プロジェクトに大きな関与はしていないが，影響度が

高く，計画や実行変更の決定に大きく影響を及ぼす集団で

あると判断できた．このような関与度が低いにもかかわら

ず影響度が高いステークホルダは要求獲得で見落とされが

ちであり，このようなステークホルダの特定が重要である

ことが指摘されてきた [18]．

左下枠内に位置する Gと Fは，他の発話者と比べて関

与度，影響度ともに低いため，積極的にプロジェクトに参

加しているとはいい難い．

6.3.4 分析結果の評価と評価に基づくアクティビティの

決定

ステークホルダ分析の結果，発話者のデータから発話者

を対象としてステークホルダマトリクスが生成できた．し

かし，発話データには発話者以外のステークホルダも含ま

れている．ステークホルダ分析においてステークホルダの

網羅性は重要であることから，発話データに含まれる発話

者以外のステークホルダも含めて，A*プロセスを繰り返

すこととした．

6.4 イテレーション 3：話題ステークホルダ分析

6.4.1 A*に基づく分析プロセスと目的設定

イテレーション 3では，「話題ステークホルダ分析」を

目的として設定し，話題ステークホルダとその関係を構造

化する．

話題ステークホルダとは発話者ステークホルダの発話

データに記載されている人や組織である．発話者以外のス

テークホルダも含まれる可能性があるので，発話者ステー

クホルダと区別する．

ステークホルダ分析プロセスを図 13 に示す．

発話者ステークホルダの分析結果を用いて，発話データ

から抽出した話題ステークホルダを分析する．さらに，発

話者ステークホルダを対象とした，話題ステークホルダに

関するアンケートを実施し，データ分析で明らかになった

結果とアンケート結果を比較し，ステークホルダの特定や

分析結果の妥当性，正当性を評価する．

図 14 3 者閉包

Fig. 14 Triadic closure.

図 15 グラフの測地線距離

Fig. 15 Geodesic distance.

6.4.2 データ収集：GDBへの発話者データの付加

6.1節で作成した GDBで発話者を表現するように発話

者情報を GDBへ付加する．各ノードを発話者の意図とし

て，主語と目的語の各ノードに，発話意図の情報を関係

とする有向グラフを付加する．ここで，SGMの 3者閉包

（Triadic Closure）[30]の原理を用いている．図 14 に示す

例では，「Aさんは情報を管理する」と Xさんが発言した

とする．この文の発話意図は報告と判断できるので，Xさ

んから Aさんへ「報告」のリンクがグラフの 3者閉包とし

て付加される．

これによって，発話者ステークホルダと話題ステークホ

ルダの両方を含むすべてのステークホルダを網羅した SGM

が構成される．さらに，この SGMは単一の GDBに格納

されていることから，単一のクエリで分析可能である．

6.4.3 データ分析：話題ステークホルダ分析

前項の手順で構成された SGMを用いて，次の手順で話

題ステークホルダを分析する．

(1) SGMの構造分析による話題ステークホルダ分析方法

1) ステークホルダの構造分析

ステークホルダ間の関係を SGMの構造分析により定量

的に評価する．SGMのノード iからノード jまでの最短経

路の距離である測地線距離 [35]を式 (3)に示す．

測地線距離 = d(i, j) (3)

ステップ (1)で情報を付与した拡張された GDBから，

各話題ステークホルダと各発話者ステークホルダの意味的

な距離を測地線距離 d(i, j)により評価する．

図 15 に示す例では，話題ステークホルダである Aさん

と発話者ステークホルダである Xさんは隣接しているた

め，測地線距離 d(A,X) = 1である．それに対して Aさん

と Yさんは「結果」ノードを媒介要素としており，測地線

距離 d(A, Y ) = 2となる．

2) 話題ステークホルダの重要度と期待度の評価

上記で求めた測地線距離と，6.3.3項で求めた発話者ス

テークホルダの関与度と影響度を用いて，話題ステークホ
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ルダの重要度と期待度を求める．

発話者ステークホルダにおいて，関与度が高い人は会議

で積極的に発言している人物であり，プロジェクトに大き

く関与していることから，現状報告の発話が増えると考え

られる．この発話の度合いを発話者ステークホルダ mの

関与度を用いて，mによる話題ステークホルダ nの重要度

を i(n,m)として式 (4)で定義した．

一方，発話から得られた話題ステークホルダ nの重要度

は，発話から得られた各話題ステークホルダ関与の大きさ

を表していると考えられるので，i(n)を話題ステークホル

ダ nの関与度の平均として式 (5)で定義した．関与度が高

い発話者ステークホルダと近い関係にあるほど，現時点で

プロジェクトに深く関わっていることを意味している．

i(n,m) =発話者ステークホルダmによる話題ステーク

ホルダ nの重要度要素

=
測地線距離の総和
mとの測地線距離

× mの関与度

=
d(n, 1) + d(n, 2) + d(n, 3) + . . . + d(n, g)

d(n,m)
× mの関与度

=

g∑

j=1

d(n, j)

d(n,m)
× mの関与度 (4)

i(n) =
話題ステークホルダ nの関与度要素の総和

発話者ステークホルダ数

=
i(n, 1) + i(n, 2) + i(n, 3) + . . . + i(n, g)

g

=

g∑

j=1

i(n, j)

g
(5)

発話者ステークホルダの影響度とは，プロジェクトの計

画や実行に対する意思決定に及ぼす影響度である．それを

用いて，重要度と同様に発話者ステークホルダmによる話

題ステークホルダ nの期待度 e(n, m)を式 (6)で定義した．

さらに，重要度と同様に話題ステークホルダ nの期待度

e(n)を式 (7)で定義する．期待度は，影響度が高い発話者

ステークホルダと近い関係にあるほど，今後プロジェクト

に深く関わっていく可能性を示している．

e(n,m) =発話者ステークホルダmによる話題ステーク

ホルダ nの期待度要素

=
測地線距離の総和
mとの測地線距離

× mの影響度

=
d(n, 1) + d(n, 2) + d(n, 3) + . . . + d(n, g)

d(n,m)
× mの影響度

=

g∑

j=1

d(n, j)

d(n,m)
× mの影響度 (6)

e(n) =
話題ステークホルダ nの期待度要素の総和

発話者ステークホルダ数

図 16 発話者付き発話グラフ

Fig. 16 Speech graph with speaker.

図 17 重要度と期待度

Fig. 17 Importance rate and expectation rate.

=
e(n, 1) + e(n, 2) + e(n, 3) + . . . + e(n, g)

g

=

g∑

j=1

e(n, j)

g
(7)

3) 発話者ステークホルダマトリクス作成

議事録データから得られた重要度と期待度を用いて話題

ステークホルダマトリクスを作成する．

(2) 話題ステークホルダ分析の事例への適用

図 10 に示した発話者を赤色ノード，発話内容をラベル

として付与した結果を図 16 に示す．Cypherクエリを用

いて，各発話者ステークホルダと各話題ステークホルダと

の測地線距離を求め，さらに，発話者ステークホルダの関

与度と影響度を用いて，話題ステークホルダの重要度と期

待度を求めた．その結果を図 17 に示す．

図 17 の右上（第 1象限）に位置する「各局」は，重要度，

期待度ともに高く，現在も今後もプロジェクトに大きく関

わることが推測できることから，プロジェクトを進めるう

えで重要な組織であることが分かる．左上（第 2象限）に

位置する「U局」，「V局」，「W局」，「P部」，「Q課」，「R
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室」，「S室」，「T室」，「Xスタッフ」，「Y」は，重要度が

高いため現段階においてプロジェクトで大きな役割を果た

していると判断できる．しかし，期待度は高くないため，

今後その役割は低下する可能性がある．右下（第 4象限）

に位置する「Z室」の重要度は低く，プロジェクトに大き

な役割を果たしているとはいえないが，期待度が大きいた

め，今後プロジェクトに大きく関わり，重要な役割を果た

す可能性があると考えられる．また，各局には「U局」や

「V局」，「W局」が含まれている．本プロジェクトでは各

局が重要なステークホルダであるが，特に，前述した 3つ

の局が注目されていることが明らかになった．

6.4.4 分析結果の評価と評価に基づくアクティビティの

決定

発話者ステークホルダ分析では，図 11，図 12 に示すよ

うに，7人の発話者をステークホルダとして分析した．こ

れに対し，話題ステークホルダ分析では，図 17 に示すよ

うに，12の組織をステークホルダとして分析し，組織の利

害を明らかにできた．このことから，ステークホルダ分析

として一定の成果を得られたといえることから，A*プロセ

スを終了した．さらに，本事例では次章で述べるように，

発話ステークホルダにアンケート調査を行い，データ分析

に基づく結果の妥当性などを評価している．

7. 提案方法の評価

実際に会議に参加した発話者ステークホルダを対象に話

題ステークホルダの重要度に関するアンケート調査を行

い，提案したデータ駆動ステークホルダ分析方法を評価す

る基準とした．

アンケート調査は，発話者ステークホルダとして特定し

た 7人のうち 6人の協力を得た．発話者ごとの影響度を考

慮し，影響度による重み付け（表 3）を行い，加重平均を

求めた．アンケート調査結果はプロジェクト全体を通した

評価であると判断し，データ分析結果は重要度と期待度を

5段階で評価し直した結果（表 4）と，その平均を示して

いる．

アンケート調査結果とデータ分析結果を比較するため，

図 18 に散布図として示す．

縦軸がアンケート調査結果から得た加重平均値，横軸が

データ分析結果から得た平均値である．

y < x領域に位置する R室は，アンケート調査結果より

もデータ分析結果で重要であると判断されている．逆に，

y > x領域に位置する 6つの部門は，アンケート調査結果

では，データ分析結果より重要であると判断された．

このようにデータ分析の結果とアンケート調査結果と

は，必ずしも一致しないと考えられる．このような差異が

発見できることがD2REの意義であるとともに，アンケー

ト調査を併用する意義でもある．

表 3 発話者ごとの重み

Table 3 Weighted per speaker.

表 4 5 段階評価

Table 4 Five-grade evaluation.

図 18 データ分析結果とアンケート調査結果の比較

Fig. 18 Comparison of survey result with analysis result.

8. 考察

ビジネスアナリティクスなどのデータ分析技術を要求獲

得へ導入する D2REのフレームワークを実現するために，

SGMを用いたデータモデルとそれに基づく仮説検証を繰

り返す反復型プロセス A*を提案し，あわせて，支援ツー

ル D2RAのアーキテクチャを提示した．

さらに，実際の議事録データへ適用し，ステークホルダ

分析を行った結果，発話者ステークホルダと話題ステーク

ホルダの識別を行い，ステークホルダマトリクスを生成す

ることで，ステークホルダの役割の特定と構造化が可能と

なった．

これらの結果は，本稿の提案方法が要求工学の新たなア

プローチとその効果を示した点で意義があるといえる．

8.1 研究課題に対する提案方法の妥当性に関する考察

本稿の研究課題について，提案方法の妥当性を考察する．

(1) 研究課題 1：SGMの有効性について

提案方法では，SGMを導入したことにより，次の 2点

で要求獲得に有効と考えられる．

1) データの意味表現：データとその間の関係が意味

づけできることにより，要求獲得に求められるデータ表

現が可能となった，従来のデータをそのまま解析する方

法 [21], [24]に比べ，獲得できる情報の量と質が高まること
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が期待できる．

2) GDBを用いたグラフ理論に基づくデータ解析の活

用：データ駆動ステークホルダ分析で示したように，3者

閉包などのグラフ構造に基づく意味推論と測地線距離に基

づくステークホルダ間の関係の定量的評価が可能となるこ

とから，従来の役割などに基づく定性的なステークホルダ

分析と比較し，合理的な分析を実現できる可能性がある．

このようなグラフ理論に基づく分析は，ソースデータを

SGMへ変換後は Neo4jが提供するクエリ言語 Cypherを

利用して，ソースデータの種類によらず，かつ，意味的構造

を含むデータとして一様に解析が可能となることから，多

様なデータを入力として要求獲得に求められる高度なデー

タ分析が可能となる．あわせて，従来は人手で作成してい

たステークホルダマトリクスが自動生成可能となったこと

により，ステークホルダ分析においてD2RAによる一部の

アクティビティの自動化とその有効性の見通しを得た．

(2) 研究課題 2：要求獲得プロセスについて

本稿の対象とする要求獲得では，不確定性が高く，あら

かじめ結果が予測できない可能性が高い．このような課題

に対して，これまで Inquire Cycle [26]などの繰返し型要

求獲得プロセスが提案されている．本稿では，このような

プロセスを仮説検証プロセスとしてモデル化し，さらに，

データ解析と統合することにより，有効性を高めることを

可能としている．これは，繰返し型要求獲得プロセスの新

たなモデルを提示している点で意義があるといえる．

(3) 研究課題 3：実データへの適用評価について

従来のステークホルダ分析ではインタビューなどによる

人からのデータを要求アナリストが人手で分析するため人

間的要因が 2重の障壁となっている [28]．さらに，ステー

クホルダの表現として利用されているステークホルダマト

リクス上のステークホルダの位置づけも定性的になりがち

である．提案方法は，データ分析に基づき，ステークホル

ダのプロジェクトへの関与を定量的に分析可能とする点で

有効性が高いといえる．

しかし，日本語の発話データ分析だけでは，主語と述語

の対からステークホルダを抽出できない場合や，同一ス

テークホルダであっても，異なる名称で表現されているこ

とがあるという，自然言語処理上の課題も明らかとなった．

今後，検討すべき課題である．

8.2 従来の要求工学と提案方法の比較

従来の要求獲得方法では，主としてステークホルダなど

の人から獲得したデータを要求アナリストが人手により分

析する方法が主体である [33]．また，ステークホルダ分析

を支援するツールの提案もあるが，構造の表示にとどまっ

ている [3], [34]．提案方法はデータ分析を活用することに

より，事実に基づき，かつ，人手に頼る分析作業を回避し，

より合理的で妥当な要求の獲得が期待でき，獲得した要求

の品質向上も期待できる．

8.3 提案方法と分析対象データの適用拡張性

本稿では，D2REをステークホルダ分析へと詳細化し，

かつ，分析対象データとして会議における発話データを利

用した．しかし，D2REをより広範な要求獲得へ適用する

ためには，提案方法と利用データの両面で適用の拡張が必

要である．

(1) 提案方法の適用拡張性

提案方法である A*プロセスは，データに基づくモデル

化と分析の一般的プロセスとなっていることから，その拡

張性は高いと考えている．たとえば，関連研究 [31] では

Facebookなどの SNSのデータ分析を要求獲得，優先順位

付け，交渉などに利用する可能性を議論している．しかし，

データに基づくモデリングと分析の方法は対象データとそ

の構造によることから，本稿のデータ駆動ステークホルダ

分析で示したようにカスタマイズが必要である．今後，こ

のカスタマイズ方法とその適用可能性を研究する必要が

ある．

(2) 利用データの適用拡張性

利用データの適用拡張性に関しては，5.5節で述べた分

析対象データの 2つの分類基準に沿って議論する．

1) 直接データへの適用可能性

データ駆動に基づく要求獲得における直接データの利用

については，関連研究 [7], [21]でアプリケーションに対す

るユーザの利用履歴などの利用が提案されている．本提案

方法においても，このようなデータの利用を想定している．

特に，関連研究との違いは，利用履歴をトリプルで定義し，

SGMでその間の関係を定義し，GDBによる分析を行うこ

とにより，従来の統計的分析と比較し，意味的な分析を通

したユーザ要求への洞察を得ることが期待できる．これに

ついては，今後の課題である．

2) 間接データにおける他のデータの利用可能性

本稿で用いたデータに加え，著者らは GitHub上で OSS

（オープンソースソフトウェア）に対する開発者やユーザ

などのコメントへ適用し，SGMに基づく分析方法の有効

性を確認している [11]．また，関連研究 [4], [13]において

もユーザコメントデータなどの利用事例がある．このよう

な間接データは直接データと比較し，ユーザの利用に関す

るコンテキスト情報を含むことがあり要求獲得に利用可能

であることも指摘されている．しかし，このようなコメン

トが必ずしもユーザなどの意図を表さないことも指摘され

ている [5]．したがって，データの種類とその利用方法につ

いて，留意する必要がある．

9. 今後の課題

今後，下記の課題を研究する必要がある．

( 1 ) データ駆動ステークホルダ分析における発話データ以
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外のデータを含むステークホルダ分析への拡張性の

評価

( 2 ) D2REのステークホルダ分析以外の要求獲得への拡張

性の評価

要求分析における要求の優先順位付けや要求交渉など，

多様なステークホルダの利害が関与する分析 [18], [31]

への適用方法とその効果の評価．

( 3 ) 機械学習を適用することによるデータ解析の精度向上

と大量データ処理方法の研究

10. まとめ

ビジネスデータ分析に基づく要求獲得方法D2REの概念

を実現するために，セマンティックグラフモデルとその分

析を利用して仮説検証を繰り返す A*プロセスを提案した．

この具体化として，データに基づくデータ駆動ステークホ

ルダ分析の詳細なプロセスとデータモデルを定義し，支援

環境 D2RAのプロトタイプを実装した．

提案したステークホルダ分析方法を実際の公共サービス

開発の会議における発話データへ適用し，ステークホルダ

の特定とその構造を明らかにし，ステークホルダの自動生

成を可能とした．さらに，公共サービス開発の会議に参加

している管理者にアンケート調査を行い，人手によるス

テークホルダの構造と提案方法により特定したステーク

ホルダの構造とを比較し，提案方法の妥当性，有効性を示

した．

本研究は，ビジネスデータ分析を要求工学へ応用する具

体的方法を提案し，グラフ理論に基づく要求工学の新たな

アプローチとその実現技術を提案した点で，意義があると

考えている．
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